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平成１９年度概算要求主要施策総括表
（単位：百万円）

主 要 施 策
19 年 度
要 求額

18 年 度
予 算額

比 較
増減額

１．安心して誰もが使いやすい公共交通サービスの実現 11,191 10,393 798

①公共交通移動円滑化事業 1,697 1,570 127

②自動車運送事業の安全・円滑化等総合対策事業 2,050 1,600 450

③地方バス路線維持対策 7,300 7,169 131

④運転者登録制度の導入等タクシーの安全と質の確保・向上対策 70 0 70

⑤標準データフォーマットを活用したバス総合情報の電子化推進 54 54 0

⑥少子高齢化に対応した輸送サービスの推進 20 0 20

２．環境対策の推進 ※1 3,669 3,123 546

①低公害車普及促進対策 ※2 2,809 2,412 397

②次世代低公害車開発・実用化促進事業 ※3 570 395 175

③燃料電池自動車実用化促進プロジェクト 100 166 66△     

④自動車排出のＮＯｘの低減を目的とした啓発・指導等事業 40 0 40

⑤自動車分野のＣＯ２排出量評価プログラムの構築 62 62 0

⑥自動車排出ガス性能劣化要因分析事業 62 62 0

⑦自動車排出ガス対策に係る世界統一基準導入調査 26 26 0

３．安全対策の充実・強化 4,226 1,432 2,794

①ＩＴ化等による自動車検査の高度化 2,480 248 2,232

②先進安全自動車（ＡＳＶ）プロジェクトの推進 ※4 640 150 490

③車両の安全対策 595 508 87

④リコール制度の着実な運用 357 357 0

⑤自動車運送事業者に対する監査システムの強化 103 153 50△     

⑥事故を起こした自動車運送事業者に対する指導体制の強化 31 16 15

⑦軽油高騰、少子高齢化時代におけるトラックドライバーの育成、確保策等に関する調査 20 0 20

４．自動車ユーザーの利便向上と交通事故被害者対策の充実 6,796 6,029 767

①自動車保有関係手続のワンストップサービスの推進 2,564 1,959 605

②スマートプレートの実用化に向けた実証実験・調査研究 41 20 21

③自動車事故対策機構による介護料の支給 3,366 3,287 79

④重度後遺障害者に対する短期入院支援の拡充 225 183 42

⑤日弁連交通事故相談センターによる相談事業 600 580 20

合 計 25,387 20,977 4,410

※ 1. 経済産業省と連携して上記以外に、ﾃﾞﾏﾝﾄﾞｼｽﾃﾑの導入促進、ﾀｸｼｰ事業のｸﾞﾘｰﾝ化の推
進、EMSの全面導入によるｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞの推進等について、NEDO（独立行政法人　新ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ・産業技術総合開発機構）のｴﾈﾙｷﾞｰ使用合理化事業者支援事業又はｴﾈﾙｷﾞｰ使用合理
化技術戦略的開発事業について、運送事業者等から合計35億円程度応募の見込み。

※ 2. 道路局との連携により、道路特定財源を活用。
※ 3. 道路局との連携により、上記以外に別途、道路特定財源を活用。
※ 4. 一部予算について再掲を含む。



自 動 車 交 通 行 政 主 要 施 策

要求額（前年度予算額）

単位：百万円

１．安心して誰もが使いやすい公共交通サービスの実現

　バスのバリアフリー化、他モードと連携したＩＣカードの普及、福祉タクシーの
普及、外国人にやさしいバス路線の整備や地域における生活交通の確保等を図ると
ともに、タクシー運転者の登録制度を導入し、安心して誰もが使いやすい公共交通
サービスの実現を図る。

①　公共交通移動円滑化事業 1,697 1,570)(  

ノンステップバスの導入等 1,200 1,170)(  

ＩＣカードシステム 250 250)(    

福祉輸送普及促進モデル事業 179 124)(    

外国人が利用しやすいバス路線の整備 40 0)(      

②　自動車運送事業の安全・円滑化等総合対策事業 2,050 1,600)(  

③　地方バス路線維持対策 7,300 7,169)(  

④　運転者登録制度の導入等タクシーの安全と質の確保・向上対策 70 0)(      

ステップの高さ、車いすスペース
等について標準仕様化

ノンステップバスの導入促進

福祉輸送の普及促進

車椅子等をそのまま乗せて
輸送できるリフト付き車両

タクシーの安全と質の確保・向上対策

東京

大阪

センターサーバの整備
（ネットワーク化）

※東京・大阪タクシーセンター
   は、既に運転者登録を実施

タクシー運転者登録制度の導入（地域拡大）

地方バス路線維持対策

国の役割・ ・
広域的・幹線的なバス路線

        都道府県等と協調して支援/

＜地域協議会＞
　生活交通維持・確保方策を協議・調整

  地方の役割
   その他のバス路線
自治体の判断により維持

地方公共団体に対する地方財政措置
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軽油高騰による
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２．環境対策の推進

　地球温暖化や大都市を中心に依然深刻な自動車の排出ガス(ＮＯｘ・ＰＭ)等の
環境問題に対処するため、低公害車の普及・開発の促進等を図る。
　なお、経済産業省等と連携して、自動車運送事業者等による省エネ対策の取り
組みを一層推進する。

①　低公害車普及促進対策

②　次世代低公害車開発・実用化促進事業

③　燃料電池自動車実用化促進プロジェクト

④　自動車排出のＮＯｘの低減を目的とした啓発・指導等事業

⑤　自動車分野のＣＯ２排出量評価プログラムの構築

570 395)(   

40

100 166)(   

62 62)(    

2,412)( 2,809

0)(     

低公害車の価格
低減による一層の
普及拡大

離陸効果

国 地方公共
団体等

バス・
トラック
事業者等

補助 補助

CNG自動車

NOx・PMの低減に
よる大気環境の

改善

直接効果

低公害車の普及促進

ｽｰﾊﾟｰｸﾘｰﾝ
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車

次世代ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動車

ｼﾞﾒﾁﾙｴｰﾃﾙ自動車

次世代圧縮天然ｶﾞｽ自動車

公道走行試験等の実施

技術基準等の整備 実用化

次世代低公害車の開発・実用化の促進

自
動
車
分
野
の
　
排
出
量

評
価
プ
ロ
グ
ラ
ム

運送事業者

実効性のある
省エネ計画
の策定

CO2

実際の運行
データ　等

省エネ対策
を反映した
CO2排出量

自動車運送事業におけるCO2排出量を
効果的に削減

○自動車分野のCO2排出量評価プログラムの構築

　　省エネ対策
・低公害車導入
・エコドライブ 等

地球温暖化対策の推進
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使用過程車の排出ガ
ス性能の維持・向上

NOx浄化のための
後処理装置が普及

適切な点検整備

ユーザーの意識の向上

ユーザーへ即時
及び事後通知

RSDを使用したNOx低減のための啓発・指導

表示板

RSDにより走行中の自動車から
のNOx排出量を計測

自動車排出のNOxの低減を目的とした啓発・指導



３．安全対策の充実・強化

①　ＩＴ化等による自動車検査の高度化

②　先進安全自動車（ＡＳＶ）プロジェクトの推進 (一部再掲）

③　車両の安全対策

④　リコール制度の着実な運用

⑤　自動車運送事業者に対する監査システムの強化

　自動車交通事故の件数は6年連続で90万件を超え、負傷者数も7年連続で100万人
を超えるなど、交通事故防止のための安全対策は緊急かつ重要な課題である。
　このため、二次架装やリコール問題に対応した自動車検査の高度化の推進や先進
安全自動車（ＡＳＶ）の導入促進など安全対策を充実・強化する。

595

150)(   640

248)(   2,480

357)(   

103 153)(   

508)(   

357

様々な活用
連携

自動車登録検査情報
システム（ＭＯＴＡＳ）

型式指定自動車諸元ＤＢ

不具合情報ＤＢ

検査情報
システム

ＩＴ化による自動車検査情報の活用

ＩＴ化等による自動車検査の高度化

先進安全自動車（ASV）プロジェクトの推進

先進安全自動車（ＡＳＶ）の普及促進

先進安全自動車（ASV)について、交通事故削
減のため、大型車用衝突被害軽減ブレーキの
補助制度を創設する。

ブレーキ作動

ミリ波レーダーがつねに前方の状況を検知。

ドライバーが前方の車両に気づかない場合は、音によりドライバーにブレーキ操作を行う
ように促す。

追突する若しくは追突の可能性が高いとコンピュータが判断すると、ブレーキを
作動。

●先行車両に近づく場合

ﾋﾟﾋﾟﾋﾟ!

検査コース

継続検査新規検査

検査法人の検査データ

自動車検査独立行政法人
（継続検査や街頭検査時に活用し、二次架装等の不正改造車を排除）

傾向分析

8%

10%

13%

10%
5%

54%

要因分析

(検査データの分析によるリコールにつながる不具合データの抽出）

街頭検査継続検査

偽造

検査票 電子タグ

検査票
（電子データ）

（検査票の電子化による不正車検の防止）

全国の検査法人の事務所に電子車両検査機器等を配備

車両撮影、寸法測定

ドライブレコーダを活用した事故分析調査

車両の安全対策

ドライブレコーダ

高機能・高性能ドライブレコーダを活用し、事故の詳
細な状況等を調査するとともに、事故分析に必要なド
ライブレコーダの規格策定を進める。

前方監視用小型カメラを備え、ある
一定の減速度（ブレーキ）が作動し
た場合に車両前方の映像や減速度
等の車両データを記録する装置



４．自動車ユーザーの利便向上と交通事故被害者対策の充実

①　自動車保有関係手続のワンストップサービスの推進

②　スマートプレートの実用化に向けた実証実験・調査研究

③　自動車事故対策機構による介護料の支給

④　重度後遺障害者に対する短期入院支援の拡充

⑤　日弁連交通事故相談センターによる相談事業

※ワンストップサービス稼動地域　
（新車新規登録手続を対象）

平成１７年１２月２６日～
東京都、神奈川県、愛知県、大阪府

平成１８年　４月２４日～
埼玉県、静岡県

　

3,366 3,287)(  

600 580)(    

　自動車ユーザーの利便向上を図るため、自動車保有関係手続のワンストップ
サービス化を推進するともに、電子ナンバープレート（スマートプレート）の
実用化に向けた取組みを行う。また、交通事故による重度後遺障害者への支援
を拡充し、被害者救済対策の充実を図る。

2,564 1,959)(  

225 183)(    

41 20)(     

電子決済

警察署

運輸支局

都道府県税
事務所

行政機関

自動車検査証・ナンバープレートなどの交付

自賠責保険

本人等

　ワンストップ　

サービス・システム

購入者

認証機関認証機関

　個人・法人認証等

車庫証明

自動車税・

取得税納付

保険会社等

検査・登録、

重量税確認

購入

　

（認証登録）

販売店

金融機関金融機関
メーカー

完成検査終了証

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

申請・

納税等

ＩＣカード等
（電子証明書）

電子証明書発行申請
秘密鍵
の生成

市区町村等

民間機関

納車

　

自賠責保険

ワンストップサービス化のイメージワンストップサービス化のイメージ



主 要 施 策 別 説 明 資 料



① 公共交通移動円滑化事業

（１）ノンステップバスの導入等

要求額：１，６９７百万円

標準仕様採用の効果

ステップの高さ、車いすスペース
等について標準仕様化

・ 高齢者、障害者を含むバス利用者にとって高い利便性を享受できる
・仕様の標準化により大量定型生産を図り、製造コストが低減される

・通常車両価格と標準仕様ノンステップバス
車両価格の差額の１／２を国が地方公共団体と
協調して補助
・標準仕様ノンステップバスに補助を重点化

国の支援

標準仕様ノンステップバスの普及の促進

ノンステップバスの普及を拡大

関係機関・団体等
による協議会

違法走行・駐車車

両の使用者へ通知

前方バスカメラ

ＧＰＳ

撮影

バスカメラを活用し、バス専用・優先レーンに
おける違法走行・駐車車両への警告を行うこ
と等により、バス走行の円滑化を図る。

記憶媒体

○ バスカメラを活用した
バス走行円滑化対策

○ バス・鉄道相互の共通
ＩＣカードシステムの整備

バスと鉄道相互の共通ＩＣカードを広域的に導入し、乗
継利便の向上を図り、利用者にとって利便性の高いシ
ームレスな公共交通サービスを提供し、ユニバーサル
デザインの実現を図るため、共通ＩＣカードシステムの
導入費用の一部を補助する。

共通ＩＣカード

ＣＡＲＤ

ＣＡＲＤ
ＩＣＣＡＲＤ

ＩＣＣＡＲＤ

共通化・相互利用化

共通ＩＣカード

ＣＡＲＤ

ＣＡＲＤ
ＩＣＣＡＲＤ

ＩＣＣＡＲＤ

共通化・相互利用化

ＣＡＲＤ

ＣＡＲＤ
ＩＣＣＡＲＤ

ＩＣＣＡＲＤ

ＣＡＲＤ

ＣＡＲＤ
ＩＣＣＡＲＤ

ＣＡＲＤＣＡＲＤ

ＣＡＲＤＣＡＲＤ
ＩＣＣＡＲＤ
ＩＣＣＡＲＤ

ＩＣＣＡＲＤ
ＩＣＣＡＲＤ

共通化・相互利用化

【 ＩＣカード共通化のイメージ】

【バス・鉄道相互のＩＣカードセンターシステムのイメージ】

鉄道 バス

鉄道事業者

ＩＣＣＡＲＤ
ＩＣＣＡＲＤ
ＩＣＣＡＲＤ

鉄道事業者 バス事業者

バス事業者

○ 鉄道駅周辺等のバスターミ
ナルのバリアフリー化

１．安心して誰もが使いやすい公共交通サービスの実現

要求額：１，２００百万円

高齢者、障害者等が公共交通機関を利用しやすくするため、標準仕様ノンステップバス
に補助を重点化することによって、ノンステップバスの普及促進を強力に推進する。

レインフリー設備を追加（拡充）

鉄道駅周辺等のバスターミナルにおいて、
雨天時のバス待ちや移動は、障害者、特
に車いすを利用する者にとってバス利用
の大きな障害となっていることから、バス
ターミナルのレインフリー化を推進する。



本格的な高齢化社会に対応し、福祉輸送のニーズに的確に対応するため、一定の地域におい
て計画的な福祉車両の導入、輸送効率の向上に資する共同配車センターの設立の他、的確な
配車を行うコーディネーターの育成及び当該モデル事業の広報等の取組に対して重点的な支
援を行い、福祉輸送の普及を促進する。

福祉輸送の一層の普及に障壁・需給のミスマッチの存在福祉福祉輸送輸送の一層の普及の一層の普及に障壁・需給のミスマッチの存在に障壁・需給のミスマッチの存在

福祉輸送普及促進モデル事業

地方公共団体、タクシー事業者、福祉有償運送を行うＮＰＯ等、その他の関係者からなる協議会を設置
して、計画的な福祉車両の導入や共同配車センターの設置等、福祉輸送の普及を促進する等の先進的な取
り組みに対して国が必要な支援を行う。

福祉輸送普及促進モデル地域協議会

タクシー事業者地方公共団体 ＮＰＯ等 運輸局等

施 策

・福祉輸送の普及促進

・需要と供給のミスマッチの解消

・福祉輸送の普及促進・福祉輸送の普及促進

・需要と供給のミスマッチの解消・需要と供給のミスマッチの解消

福祉輸送の普及促進福祉輸送の普及促進 ･･ 地域ニーズに対応した福祉輸送の確立地域ニーズに対応した福祉輸送の確立

○地方公共団体が作成したモデル計画を国が認定した場合において、以下の支援措置を地方公
共団体と協調して実施
・福祉車両の購入に対する補助（対象：リフト付き・スロープ付き車両）
・共同配車センターの設立補助（対象：センター設備、車載設備）
・【拡充】コーディネーターの育成補助（対象：的確な配車を行う人材育成費用）

・【拡充】広報活動補助（対象：当該モデル事業の広報に関する費用）

利用

申込

利用

申込

タクシー会社ＮＰＯ等

福祉輸送共同
配車センター

病院、福祉施設等

輸 送

移 動
制約者

移 動
制約者

（２）福祉輸送普及促進モデル事業
要求額：１７９百万円

国の支援

輸 送 広
報

広
報

コーディネータによる適確な配車

広報広報

配 車配 車



観光立国の実現に向け、外国人観光客が円滑に路線バスを利用できる環境を促進

☆２０１０年までに訪日外国人観光客を１，０００万人にするとの政府目標の達成を図る。

国の支援

○外国人が利用しやすいバス路線の整備を図るため、 地域の関係者の合意

のもと策定された計画に基づく外国語表記等のための設備整備を支援

訪日外国人にとって路線バスは、停留所の名前、バスの行き先、乗り方等が日本語で表記されている
など利用しにくい交通機関となっている。
このため、地方公共団体をはじめ地元の関係者と連携して、訪日外国人にとって利用しやすいバス路
線を整備し、観光地としての基盤を整備することにより、訪日外国人の増加を図る。

地方公共団体、観光協会、観光関係事業
者、バス事業者等地元関係者の合意のも
と策定された計画に基づく以下の事業を行
う場合に、その費用の１／４を補助する。
車両路線図のカラーリング
外国語表記やナンバーリングを施した
バス停や路線案内板等の施設整備
外国語による車内放送ソフト、外国語
による運行情報提供ソフト等の作成

（３）外国人が利用しやすいバス路線の整備

要求額： ４０百万円



② 自動車運送事業の安全・円滑化等総合対策事業

要求額 ２，０５０百万円

バスの利用を促進し、自家用車と公共交通機関のバランスのとれた交通体系を確立することにより、
都市における自動車交通の安全性を向上させるため、オムニバスタウンの整備を引き続き推進すると
ともに、日本型BRT、乗継施設、コミュニティバスなどの交通システム対策事業の支援を強化する。
さらに、自動車運送事業の安全性の向上を図るため、大型車の衝突被害軽減ブレーキの普及を図る。

○交通システム対策事業【補助率 １／４】

連節バスシステム（日本型BRT）、コミュニティバス、パークア
ンドバスライド等の導入、乗継施設の整備等に対して補助。

○オムニバスタウン整備総合対策事業
【補助率 １／３】

バス交通を中心としたまちづくりを推進するオムニバスタウン
計画を策定し、これに基づいて事業を実施する場合、必要な
調査、施設整備等事業全体に対して補助。

○個別対策事業【補助率 １／５】

バスロケーションシステム、PTPS車載器等の施設・整備の
導入等に対して補助。

○調査事業、実証実験・実証運行事業【補助率 １／２】

上記事業の一部の調査、実証実験・実証運行に対して補助。

先進安全自動車（ＡＳＶ）について、交通事
故削減のため、大型車用衝突被害軽減ブ
レーキの補助制度を創設する。

先進安全自動車（ASV）の普及促進

ピピピﾟ!

ブレーキ作動

ミリ波レーダーがつねに前方の状況を検知。

ドライバーが前方の車両に気づかない場合は、音によりド
ライバーにブレーキ操作を行うように促す。

追突する若しくは追突の可能性が高いとコンピュータが判
断すると、ブレーキを作動。

●先行車両に近づく場合

連節ノンステップバスやPTPSの一体導入や
乗継施設の整備を促進する。

連節バスシステム（日本型ＢＲＴ）の推進
（バスの高速性・定時性の確保等）

地域において、バス事業者と企業や学校等需
要側との連携により策定される計画に基づくも
のについて重点的な支援を行う。

交通システム対策事業の支援強化

○先進安全自動車(ASV)普及促進対策事業【補助率１／
２】

大型車への衝突被害軽減ブレーキの取得に対して補助。 幹線バスと地域内を運行するコミュニティバス
等との乗継施設を整備することにより、安全か
つスムーズな乗り継ぎを確保する。

幹線バスとコミュティバス等の乗継施設の整備

※BRT：Bus Rapid Transitの略

PTPS(公共車両優先システム）

バスロケーションシステム



③ 地 方 バ ス 路 線 維 持 対 策 要求額：７，３００百万円

・バス事業はモータリゼーションの進展や過疎化の進行により大変厳しい経営状況にある。
しかしながら、バスは地域住民の生活の足として必要不可欠な公共交通機関であり、バス
路線の維持・確保は重要な課題。

・最近の軽油価格高騰が収支圧迫要因。

・バス事業に係る生活交通確保方策については、国と地方の適切な役割分担のもと、国は
広域的・幹線的な輸送サービス類型について都道府県と協調して支援。

バス路線の維持・確保

生活交通確保対策を講じる地方公共団体に対する地方財政措置の大幅な充実

＜地域協議会＞
○都道府県が主催：都道府県、市町村、運輸局、事業者がメンバー
○生活交通確保方策を協議・調整（地域の実情に応じて効率的な輸送形態を選択）

生活交通確保のための枠組み生活交通確保のための枠組み

・生活交通路線
・複数の市町村にまたがり、キロ程が１０km以上
・１日の輸送量が１５人～１５０人
・１日の運行回数が３回以上等
＜路線維持費補助、車両購入費補助 国１／２ 都道府県１／２＞

・生活交通再生路線
・生活交通路線についてコミュニティバス等を活用し、
地域の実情に即した効率的な輸送体系にする取組
＜路線維持費補助、設備整備費補助、車両購入費補助 国１／２
都道府県等１／２＞

地方バス補助

地方の役割
その他のバス路線につ
いて、地方公共団体の
判断により維持を図る

国の役割
広域的・幹線的なバス路線について、都道府県と協調
して支援



④運転者登録制度の導入等タクシーの安全と質の確保・向上対策

要求額：７０百万円

タクシーについては、実際の安全性やサービス水準が、個々のドライバーの瞬時の判断や対
応に任されているという特性を有している。
このため、運転者登録制度の導入、運転者の要件の見直し等により、運転者の質の確保・向
上を図り、安全・安心なタクシーサービスの提供を促進する。

タクシー業務適正化特別措置法に基づき、現在、東京・大阪のみで実施している地
理試験の合格等を要件とする運転者登録制度について、所要の見直しを行った上で、
政令指定都市等流し営業中心の都市まで拡大して実施。
さらに、センターサーバを設置し、指定都市間のネットワーク化を図ることにより、他
の都市で登録の取り消しを受けている運転者についても登録を受けられなくすること
で悪質な運転者を排除し、タクシーの安全性と質の確保・向上を図る。

タクシー運転者全体の質の確保・向上を図るための新たな運
転者要件整備の一環として、運転者に受講させる講習の実施
要領を定めるとともに、法令知識、接遇、交通事故防止等の講
習カリキュラムを作成する。

政令指定都市等流し営業中心の都市まで拡大

東京

【 イメージ図 】

全国的に措置

タクシー運転者登録制度の導入

新たなタクシー運転者要件の整備

※東京・大阪タクシーセンターは、
既に運転者登録を実施

センターサーバの整備
（ネットワーク化）

大阪



標準データフォーマット支援ツール及びデータ自動送信ツールをバス事業者に
提供し、バス情報の電子化を推進

ツールを使用して構築したバス総合情報提供システムによる実証実験の実施

標準データフォーマット化支援ツール作成・データ自動送信

目的地までバスルートがあることが分かっても、その時刻や乗り継ぐ場所が分か
らない

どのバスに乗ればいいのか、どのバス停で降りればいいのかが分からない

標準データ
フォーマット
化された
バス情報

バ
ス
事
業
者

代官山

同一区間を
複数事業者が運行

□ 代官山

↓

□ 渋谷

↓

□ NHK前

最適乗継ぎ案内

10:00

10:20
Aバス
01系統渋谷行き

Bバス
70系統新宿行き

10:30

10:45

渋谷 NHK前

A01-01

A01-02 A01-03

情報提供

要求額：５４百万円

標
準
デ
ー
タ
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
化

支
援
ツ
ー
ル
作
成

作成

バ
ス
事
業
者

データ
自動送信

バス情報の活用

標準データ
フォーマット
化された
バス情報

作成

⑤ 標準データフォーマットを活用したバス総合情報の電子化推進

バスロケーションシステムのより一層の導入拡大を促進すべく、標準データフォーマット化を
容易に行える支援ツールとバス総合情報を自動送信するツールを作成し、実証実験を通じて
課題の整理と効果の確認を行う。

背 景

施策内容



⑥少子高齢化に対応した輸送サービスの推進

要求額：２０百万円

少子高齢化が進展する中で、保育所、学校等への子供の送迎サービスや、高齢者等の
移動制約者に対する移動サービスの需要が増加しているところである。
このため、これらの輸送サービスを行うタクシーやＮＰＯ等による福祉有償運送に係る運
転者に対して、一定のカリキュラムを策定し、利用者のニーズに適確に対応した安全で安
心な輸送サービスの普及定着を図る。

少子高齢化に伴うタクシー等の社会的重要性の高まり

・主に共働き家庭の負担となっている自
宅から保育所、学校等への子供の送迎
をタクシーによって輸送するサービスの
需要が、近年増加している。

・また、子供を狙った犯罪が増加する中、
登下校時の子供の安全確保を図る観
点からもドア・ツー・ドアの特性を活かし
たタクシーの役割が期待されている。

育児支援輸送サービスに係るタクシー
運転者の教育体制の整備

育児支援輸送サービス教育体制整備委員会

・子供との接し方や応急処置法等の基本的な
知識を習得するためのカリキュラムの策定

育児支援輸送サービスにおけるタクシー
運転者の教育体制制度の確立

・高齢化社会の到来による要介護者、身体障

害者等の移動制約者に対する個別輸送

（ＳＴＳ：スペシャルトランスポートサービス）の

需要が急増。

・利用者の利便を増進するため、特区におい

て使用可能であったセダン型車両の全国展

開等を盛り込んだ道路運送法の一部改正

(H18.10.1施行予定）

福祉輸送に係るセダン型の乗降介助
等における運転者の教育体制の整備

セダン型の乗降介助等教育体制整備委員会

・セダン型の更なる運転技術の向上や移送に
伴う人的介助の知識等を習得するためのカリ
キュラムの策定

セダン型車両の乗降介助等における運
転者の教育体制制度の確立

少子高齢化に対応した安全で安心な輸送サービスの提供



２．環境対策の推進

① 低公害車普及促進対策
要求額：２，８０９百万円

（道路特定財源、経済成長戦略特別枠を含む。）

大都市地域等における自動車に起因する大気汚染問題は依然として厳しい状況にあるこ
とから、バス・トラック事業者を中心に、ＣＮＧバス・トラック等の導入に対する補助を行うこと
により、低公害車の普及を促進し、大気環境の改善を図る。

バス・トラック
事業者等

国 地方公共団体等補助 補助

○低公害車の導入に対する補助

ＣＮＧ（圧縮天然ガス）自動車
ＰＭは排出せず、ＮＯｘは７割以上低減
トラック、バスを中心に普及
ＣＮＧスタンドが必要

ハイブリッド自動車
内燃機関とモーターの２つの動力源
を持つ
新たなインフラ整備の必要がない
ディーゼルを内燃機関とするハイブ
リッドトラック、バスにあってはＮＯｘ・
ＰＭともに減少
乗用車、トラック、バスに普及

新車の導入

通常車両価格との差額の1/2
ハイブリッドバス・トラック

使用過程車のＣＮＧ車への改造
改造費の1/3

ＣＮＧバス・トラック

補助率補助対象

・中小企業については最低車両導入要件緩和
・ＣＮＧ、ハイブリッドトラックについて、車両総重量2.5トン超の車両にまで補助
対象を拡大

補助制度拡充要求のポイント

○ＣＮＧ車普及促進モデル事業

環境対策に関心の高い先進的な地域において、新たに設置するＣＮＧ車普及促進モデル地域協
議会（地方公共団体、ガス事業者、運送事業者、運輸局により構成）がＣＮＧ車導入計画を策定し、
関係者の協力の下、集中的かつ計画的なＣＮＧ車の導入及びＣＮＧ車導入に向けた環境整備（ガ
ス料金の引き下げ、ＣＮＧスタンドの使い勝手の向上、環境先進地域としてのＰＲ活動等）を実施

国の支援

○ 国が指定したＣＮＧ車導入計画に基づくＣＮＧ車の導入に対して低公害車補助の特例措置
・補助の優先採択

・最低導入台数要件（バス：２台、トラック：３台）の緩和 など

○モデル地域の環境面での先進性を全国的にＰＲ



② 次世代低公害車開発・実用化促進事業
要求額：５７０百万円

（経済成長戦略特別枠を含む。）

運輸エネルギーの次世代化を図りつつ、大都市を中心とした厳しい大気汚染問題を抜
本的に解決するとともに、地球温暖化対策に資することを目的として、新燃料を利用する
など石油代替性に優れた次世代低公害車の開発・実用化を促進するため、試作車両の
実証走行試験等を行うことにより、実用性を検証し技術基準等の整備を行う。

◎DME自動車等の次世代低公害車の実用化促進のため、
その実用性の検証が必要。

◎他方、水素エンジン等の環境性能に優れた
「新たな次世代低公害技術」の出現。

産学官の連携により下記の事業を実施

＜DME自動車＞

新たな
次世代
低公害車

実用化が
近い次世代
低公害車

ＬＮＧ

＜新たな次世代低公害車＞

<IPT※ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動車＞

ＦＴＤ

DME※自動車などの次世代低公害車
について、運送事業者の実使用条件
下での走行評価を行う実証モデル事
業を実施し、課題の抽出・対応を行う
ことにより実用性の向上を図る。

＜水素エンジン＞

※DME：ジメチルエーテル
※ ＩＰＴ：非接触式給電システム
※CNG：圧縮天然ガス
※LNG：液化天然ガス
※FTD（Fischer-Tropsch Diesel）：
天然ガス、バイオマス等から合成ガス化処理を経て
化学的に合成（FT合成）される軽油状の新燃料

Ⅰ．これまでに開発した次世代低公害車
の実用化促進

Ⅱ．新たな次世代低公害車の開発
促進

水素自動車、LNG※自動車、
FTD※自動車等の環境性能に優れた
「新たな次世代低公害車」について、
開発を促進するため、技術基準の策定
等を推進する。

＜大型CNG※自動車＞



③ 燃料電池自動車実用化促進プロジェクト
（燃料電池自動車の世界統一基準の策定に向けて）

要求額：１００百万円

深刻な大気汚染問題を抜本的に解決し、地球温暖化対策に資する究極の低公害車で
ある燃料電池自動車の早期普及を図るため、燃料電池自動車の世界統一基準の策定に
向けて必要なデータを取得する。

大都市を中心とした深刻な大気汚染問題 世界規模の環境問題である地球温暖化

大気汚染物質等の排出がゼロである燃料電池自動車の実用化・普及を通じて
環境負荷の小さい自動車社会を構築を目指す。

・ 燃料電池自動車の安全・環境性能に係る保安基準の策定（平成17年3月）

・ バスなどの大型燃料電池自動車に係る保安基準の策定
（平成18年度予定）

燃料電池自動車実用化促進プロジェクト

（産学官の連携）

・ 燃料電池自動車の型式認証（平成17年6月）

国連の自動車基準調和フォーラム（WP29）において、

燃料電池自動車の世界統一基準の検討が開始

これまでの成果（燃料電池自動車の普及のために必要な国内基準等を整備）

燃料電池自動車の世界統一基準の策定に向けた取り組み

わが国の基準を採用して世界統一基準が早期に策定されることにより、燃料電池
自動車の開発・普及が促進

・わが国の保安基準が世界統一基準（gtr）に採用されることを目指し、国連の自動車基準
調和フォーラム（WP29）における検討作業に積極的に貢献

・gtr検討に資する燃料電池自動車の安全性能・環境性能等に関す
るデータを取得・提供することにより、WP29の基準策定作業を進捗

世
界
初



④ 自動車排出のNOxの低減を目的とした啓発・指導等事業

使用過程車の排出ガス性能の維持管理の向上を図るため、非接触式のNOx測定機器
による測定結果を活用した啓発・指導事業を実施するとともに、運送事業者に対する
監査への活用方策等について調査・検討する。

要求額：４０百万円

・新車の排出ガス規制の強化に伴い、使用過程車の排出ガス性能の維持
管理の重要性が増大

・特に、今後、普及が予想されるNOx浄化のための後処理装置について、
適切な点検整備により、排出ガス性能の維持を図ることが重要

使用過程車のNOxの排出レベルの維持・向上

RSDを路上に設置し（常設又は移動式）、実走行車のNOx排出量を測定

非接触式のNOx測定機器※を使用したNOx低減のための啓発・指導等を行い、
使用者等の意識の向上を図る。

※ RSD：リモート・センシング・デバイス

・ ユーザーに対し、排出ガスレベルを路側表示板により即時に表示するとともに、
NOx排出量が多い者には記録したナンバー情報により点検整備を促す通知を送付
し、自動車環境意識の向上と自発的整備を促す啓発・指導事業を試行的に実施。

・ 事業用自動車の測定結果について、監査対象の重点化のための情報としての
活用を検討。

使用過程車からのNOx排出量を低減し、大気環境の改善に寄与

反射板RSD本体

ナンバー読取装置

表示板

RSDの設置例

計測部
コントローラ

ナンバー
読取装置

RSD本体

赤外線・紫外線

排出ガス中を通過する赤外線・紫外線の減衰量を
計測し、排出ガスに含まれるNOx等の濃度を算出

RSD装置概略

反射板

表示板



⑤ 自動車分野のCO2排出量評価プログラムの構築

自動車運送事業における効果的な省エネ対策の実施を支援するため、低公害車の導入、
エコドライブの推進、車両の大型化等の様々な省エネ対策によるCO2削減効果の予測を
可能とするCO2排出量評価プログラムを構築する。

運送事業者

省エネ施策

・低公害車導入
・車両大型化
・積載効率向上
・エコドライブ

省エネ計画
の策定

荷主

CO2排出量の
少ない輸送
形態の提案

CO2排出削減
量の報告

自動車分野のCO2排出量評価
プログラムの構築

荷物輸送量

燃料消費量

運行管理情報

運送事業者

それぞれの自動車の
実際の走行速度データ

車種別に代表的な
車のCO2排出特性
(速度別・積載量別)

を測定

運送事業者の協力のもと、CO2排出
量原単位のデータベースを構築

車両数
車両の種別
荷物輸送量
走行地域

走行距離・時間

実際の走行
速度データ

車両数、車両の種別、
荷物の輸送量等の情
報をもとにCO2排出量
データーベースから
CO2排出量を算出する
プログラムの構築。
実際の走行データを用
いると、より高精度に予

測が可能。

走
行
速
度
別
・積
載
量
別
・

車
種
別C

O

2
排
出
量
等

デ
ー
タ
ベ
ー
ス

省エネ計画
の策定

省エネ施策
を反映した
CO2排出量

要求額：６２百万円

開発したプログラムの活用により、運送事業者による効率的な省エネ計画（ＣＯ２低減
方策）の策定・実施と、荷主に対するＣＯ２排出量の少ない輸送形態の提案等を可能化。

自動車運送事業における省エネ対策を効果的に実施



⑥ 自動車排出ガス性能劣化要因分析事業

要求額：６２百万円

使用過程車の排出ガス性能の劣化防止に必要な対策の検討を行うため、現行の排出
ガス規制適合車を中心に、主に大都市地域において市場抜き取り方式による使用過程
車の排出ガス試験を実施し、通常の使用状況下で排出ガス性能が維持されていない自
動車について、その要因を分析する。

市場抜き取り方式による
使用過程車の排出ガス試験を実施

排出ガス性能が維持され
ていない自動車について、
その要因を分析

必要な使用過程車排出ガス対策を検討

⑦ 自動車排出ガス対策に係る世界統一基準導入調査

国連欧州経済委員会自動車基準調和世界フォーラム(WP２９)において策定・採択する
重量車排出ガス試験方法等の自動車排出ガス対策に関する世界統一基準について、
採択後速やかに世界統一基準を国内に導入するため、現行の国内試験法との同等性
についての比較調査等の必要な技術的調査を行う。

国連（ＵＮ） 欧州経済委員会（ＥＣＥ）

自動車基準調和世界フォーラム（ＷＰ２９）

排出ガス・エネルギー専門家会議（ＧＲＰＥ）

国連における
基準調和の検討体制

ＷＨＤＣ（重量車排出ガス試験法）
世界統一基準（ｇｔｒ）検討ワーキンググループ

要求額：２６百万円

（重量車排出ガス試験法の例）

世界統一基準が採択された後、速やかにその試験法を国内に導入
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現行の保安基準と世界統一基準（案）における試験法の同等性を確認

世界統一基準(案)における試験法
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⑧自動車交通分野の省エネ対策に係る経済産業省等との連携

自動車交通分野のＣＯ２排出量は、運輸部門のＣＯ２排出量の約９割を占めており、京都議
定書の目標達成を確実なものとするためには、自動車交通分野の地球温暖化対策を強力に
推進していくことが重要であることから、自動車運送事業者等による省エネ対策の取組みを一
層促進するため、下記施策について経済産業省等と連携して推進する。

•NEDO（独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構）のエネルギー使用合理化事業者支援事
業又はエネルギー使用合理化技術戦略的開発事業について、運送事業者等から合計３５億円程度応募
の見込み。

（１）デマンドシステムの導入促進

利用者のニーズに応じた最適規模の車両や最短のルートの選択等効率的な運行による燃料
消費量の削減を図るため、デマンドシステムを導入するバス事業者等に対し、その費用の一部を
補助する。

バス事業者等から０．５億円程度応募見込み

（２）タクシー事業のグリーン化の推進

タクシー事業者等から４億円程度応募見込み

＜タクシー乗り場＞

＜タクシープール＞

エンジンをかけながら路上に長時間駐停車している客待ちタクシーのアイドリングストップを促
進するため、カメラ等によりタクシー乗り場の車両待機状況を確認することのできるタクシープー
ルを設置するタクシー事業者等に対し、その費用の一部を補助する。

＜タクシー乗り場＞

タクシー乗り場の状況をカメラ等で確認

タクシー乗り場の
状況を確認し配車

タクシープールの整備

タクシー乗り場の状況を
タクシープールに送信

デマンドシステムの導入

路線バス

デマンド交通

受付データの送信
運行の指示

受付センター
予約

利用者

また、タクシー事業者によるエネルギー使用の合理化への取組を促進するため、デジタル式Ｇ
ＰＳ－ＡＶＭシステム又はタクシー乗場情報提供システム（ＴＩＳ）を導入するタクシー事業者等に
対し、その費用の一部を補助する。



（３）省エネに資する輸送関連機器の導入促進事業

トラック・バス事業者等から１．３億円程度応募見込み

駐車時のアイドリング等エネルギーの無用な使用・放散を防止し、一層のエネルギーの使用の
効率化を図るため、貨物自動車等に設置することにより一定の燃料削減効果が認められる輸送
関連機器を購入するトラック・バス事業者等に対し、その費用の一部を補助する。

省エネ輸送関連機器

省エネ輸送関連機器の設置 燃料使用量削減効果

導入

・蓄熱式マット

・畜冷式ベッドルームクーラー

・エアヒーター

・省エネ冷凍機

・エアカーテン

・断熱フィルム

トラック事業者等

（４）ＥＭＳの全面導入等によるエコドライブの推進

トラック・バス・タクシー事業者等から２７億円程度応募見込み

トラック・バス・タクシーにおいて、エコドライブを計画的かつ継続的に実施するとともに、運行状
況の指導を一体的に行うため、ＥＭＳ（エコドライブ管理システム）の導入に必要なエコドライブ関
連機器を購入するトラック・バス・タクシー事業者等に対し、その費用の一部を補助する。

一連の運行状況の評価

データ
○○事業所

運行指導

運行管理者による指導

講習会等

ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞ講習会等の開催

運行スタート

・運行の目標
値 （急加速の
制限、ｱｲﾄﾞﾘﾝ
ｸﾞｽﾄｯﾌﾟ徹底
等）の設定
・経路選択

急発進・急加速等の防止、
アイドリングストップ装置の活用

加速度オーバー！

警
告
音

運行中

最適な経路選択
→渋滞回避

機器導入

また、エコドライブについて、以下の取組みを実施する関係団体等に対し、その費用の一部
を補助する。
①外的要因に対応したＥＭＳ機器の効果的運用の分析
②ＥＭＳ機器の開発動向調査

（５）自動車燃費の向上に資する装置等の開発促進

関係団体等から３億円程度応募見込み

走行距離や使用頻度の多いタクシーの燃費向上を図るため、タクシーの低燃費化に資する装
置等を開発（ＬＰＧエンジンの低燃費燃料噴射システムの開発）する関係団体等に対し、その費用
の一部を補助する。



２．リコールにつながる
車両不具合の抽出

検査データの収集・分析により、
リコールにつながる車両不具合
を抽出する。

３．検査データの電子化による不正車検の防止
検査データを電子的に取得することにより、受検者による検査票の偽造・

改ざんなどの不正車検を防止する。

①ＩＴ化等による自動車検査の高度化

検査時の検査データを電子的に取得し、荷台架装メーカーによるトラックの二次架装などの不正改造車の排除、リコールに
つながる車両不具合の抽出に活用する等検査の高度化を図るとともに、IT技術の利用により指定整備工場に対する指導・監
督を強化し、自動車の安全確保・環境保全を促進する。

要求額：２，４８０百万円

偽造・
改ざん

検査票
（紙）

傾向分析

8%

10%

13%

10%
5%

54%

要因分析

（検査データの分析）

１．二次架装などの
不正改造車の排除

新規検査データを継続検査や
街頭検査等において活用するこ
とにより、二次架装などの不正
改造車を確実に排除する。

車両撮影、寸法測定

街頭検査 ?!

継続検査
?!

（継続検査や街頭検査時に活用）

自動車検査場での検査

検査法人の検査データ

検
査
デ
ー
タ

外観検査
ブレーキ
サイドスリップ
ヘッドライト等

排ガス検査 下回り検査

新規検査 継続検査

電子タグ

検査票
（電子データ）

（検査票の電子化）

（不正の防止）

（１）ＩＴ化による不正車検防止のための自動車検査体制の整備及び自動車検査情報の活用等

要求額 ５６０百万円

ＩＴ等新技術を活用し、自動車検査の高度化を図るとともに、指定整備工場の指導・監督を強化する。

自動車検査独立行政法人運営費交付金の内数 １９７百万円

自動車検査独立行政法人施設整備費の内数 １，４９０百万円

４．指定整備工場に対す
る指導・監督の強化

受検車両情報等を監査工場選
定に活用する等、IT技術の利用
により、指導・監督を効果的・効
率的なものとする。
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３ ． 安 全 対 策の充実 ・ 強 化



（２）新たな街頭検査用機器の導入               要求額  ９５百万円 
ランプ類の色度や光度を測定できる新たな機器を街頭検査に導入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

携帯性に優れ、路

上において使用可能

な、ランプ類の色度

測定器及び光度計を

導入し、街頭検査の

高度化を図る。 

（３）オパシメータを使用した PM 検査の導入 
要求額 自動車検査独立行政法人運営費交付金の内数  ９７百万円 

全国の車検場にオパシメータを導入する。 

送風機 

エンジンに一定の負荷をかけた状態で自動車

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
（４）新たな排出ガス検査方法の確立

継続検査における NOx 検

 

 

 

 

 

 

 

→   

排出ガス  

NOx測定装置

の排出ガスを測定 

オパシメータ 

黒煙だけでなく青煙等も計測が

可能であるオパシメータを全国の

車検場に導入し、PM 検査の高度化

を図る。 

 要求額  ４１百万円 
査の導入に向けて、検査方法を開発する。 

継続検査において、実走行

に近い負荷条件の下で、ディ

ーゼル重量車の NOx の排出量

を測定する NOx 検査システム

を開発し、実用性等の確認を

行いつつ、当該システムによ

る NOx 検査の導入について検

討する。 



②先進安全自動車（ASV）プロジェクトの推進

先進安全自動車（ＡＳＶ）について、交通事故削減のため、大型車用衝突被害軽減
ブレーキの補助制度を創設する。あわせてＡＳＶ技術についての評価手法の確立、効
果評価の実施を通じて、交通事故低減に向けたＡＳＶ技術の普及による安全戦略の策
定等を行う。

（１） 先進安全自動車（ＡＳＶ）普及促進対策事業（再掲）

◆ 大型車への衝突被害軽減ブレーキの取得に対して、装置価格の１／２補助を行う。

大型車用衝突被害軽減ブレーキの例大型車用衝突被害軽減ブレーキの例大型車用衝突被害軽減ブレーキの例

ブレーキ作動

ミリ波レーダーがつねに前方の状況を検知。

ドライバーが前方の車両に気づかない場合は、音によりドライバーにブレーキ操作を行う
ように促す。

追突する若しくは追突の可能性が高いとコンピュータが判断すると、ブレーキを
作動。

●先行車両に近づく場合

ﾋﾟﾋﾟﾋﾟ!

◆ ＡＳＶ技術の普及による安全戦略の策定；

自律型運転支援システム
（車載システムのセンサー等により自律的に自車
周辺の事象を認識し、ドライバの運転を支援）

通信技術を利用した運転支援システム
（通信により情報交換等を行い、ドライバからは
見えない事象を認識し、ドライバの運転を支援）

●ＡＳＶ技術の普及による交通事故低減目標を含んだ安全戦略を策定●

各システムの効果評価を行い、各システムの
交通安全体系における役割を明確化

要求額：６４０百万円

（２） ＡＳＶ技術の普及による安全戦略策定事業

◆ ＡＳＶ技術の評価手法の確立・評価の実施；

（３） ＡＳＶ技術を活用した大型トラックの車両安全対策に係る調査

追突事故

正面衝突事故

右直進事故

出会い頭事故
追突事故

正面衝突事故

右直進事故

追突事故

正面衝突事故

右直進事故

出会い頭事故

大型車の衝突被害
軽減ブレーキを装備
し、衝突速度を
20km/h下げることに
より、被追突車両の
乗員の死亡件数を
約9割減らすことが
可能と推計

大型車の衝突被害
軽減ブレーキを装備
し、衝突速度を
20km/h下げることに
より、被追突車両の被追突車両の
乗員の死亡件数を乗員の死亡件数を
約約99割減らす割減らすことが
可能と推計

施策の効果施策の効果施策の効果

ドライビングシミュレーションを用いた効果評価イメージドライビングシミュレーションを用いた効果評価イメージ

ドライビングシミュ
レーションによる交通
環境を模擬した効果
評価手法の確立

ドライビングシミュ
レーションによる交通
環境を模擬した効果
評価手法の確立



 
 
 

 
政府の方針として「究極的には交通事故のない社会を目指す」が掲げられ、平成 22年（2010年）

には死者数を 5,500人以下、死傷者数を 100万人以下とすることが目標として掲げられている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

交通事故死者数・負傷者数推移 
 
これを受け、交通政策審議会報告書（平成 18年 6月）においては、2010年までに車両安全対策

で死者数を 2000人削減（対平成 11年比）、負傷者数を 25,000人削減（対平成 17年比）すること
を新たな車両安全対策の目標とすることが提言された。 
この実現のため、「自動車安全対策のサイクル」を着実に回していくことが必要。

 
 

 
 

 

 

 

 

自動車安全対策のサイクル 

 

 

依然として深刻な交通事故の現状にあることを踏まえ、交通事故による死傷者を 
削減していくための車両安全対策に取り組む。 

③ 車両の安全対策                    要求額：５９５百万円
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（１） 事故実態の 
把握・分析及び 
対策の効果評価 

 

効果の期待できそうな対策分野の見極め

事故実態の 
把握・分析 

技術の熟度を踏まえた対策項目の

想定と、事前の効果評価

対策の効果評価 

基準化を目指して調査・研究を進
めるべき対策項目の候補の抽出

自動車安全対策の 
サイクル 

個別の対策項目の候補
に係る調査・研究

安全対策の実施

（２）安全基準の策定 
（３）ＡＳＶプロジェクトの推進（再掲） 
（４）自動車アセスメント 



（１） 車両安全対策の推進のための事故実態の把握・分析及び対策の効果評価 
要求額：２１１百万円 

「自動車安全対策のサイクル」を実現するために必要となる基礎的な調査を実施する。 
 
①車両安全に係る審査・検査基準策定等のための事故実態把握 
②事故分析と対策の効果評価を踏まえた車両安全対策のロードマップ策定調査 
③事故の再現実験による車両安全対策の検討調査 
 

（２） 安全基準の策定のための調査                  要求額：３８４百万円 

事故実態等を踏まえ、今後対応すべきものとして抽出された新たな安全対策項目について、

近年の自動車関連技術の大幅な進展を踏まえ、具体的な試験方法の開発と基準策定を行う。 
 
１．事故を未然に防ぐための「予防安全対策」 
①ドライブレコーダによる事故分析の充実 

高機能・高性能ドライブレコーダを活用し、事故の詳細な状況等を調査するとともに、事故分析

及び予防安全対策の評価に必要なドライブレコーダの規格策定を進める。 

 
〈その他〉 
②安全 OBD（車載診断装置）基準策定に向けた

．事故が発生した場合においても乗員、歩行者

③高齢者の知覚低減等に対応した技術に係る基

④タイヤの安全基準拡充に関する調査 
 

２

①前面衝突時の乗員保護基準拡充のための調査

 
その他〉 

歩行者保護性能に係る基準策定のた

コモンインタラクションゾーン 

ダ 

〈

②自動車の

③自動車の後面衝突時の乗員保護基準拡充のた

④自動車の側面衝突時の乗員保護性能に係る基

⑤大型車の安全基準拡充のための調査 
ドライブレコー
調査 
調査 

等の保護を行うための「被害軽減対策」

準策定

 
 

 

めの調査 

めの調査 

（大型乗用車が小型乗用車と衝突

方法で

は

した場合の加害性を低減） 
これまでの前面衝突試験

評価が困難であった車両の大き

さや形状の違いによる相手車両の

乗員への加害性を把握し、基準化

を検討する。 

前方監視用小型カメラを備え、ある一定の減速度

（ブレーキ）が作動した場合に車両前方の映像や減

速度等の車両データを記録する装置 

めの調査 
準策定のた



（３） 自動車アセスメント事業 
                               

要求額： 独立行政法人自動車事故対策機構

運営費交付金８，９２９百万円の内数

より安全な自動車の普及の促進及び自動車ユーザー等の安全意識の向上を図るため、

自動車の車種毎の安全性能等をとりまとめ、「自動車アセスメント」としてユーザーへ

情報提供を行う。 

 
安全性能の比較情報を分かりやすく提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
３種類の衝突試験（フルラップ前面衝突試験、オフセット前面衝突試験、側面衝突

試験）による衝突安全性能総合評価の実施、高速ブレーキ試験の実施 
 
○フルラップ前面衝突試験  ○オフセット前面衝突試験  ○側面衝突試験 

 

 

 

 

 

    

○高速ブレーキ試験     

 

 

 

           

 

 

 

チャイルドシートの安全性能評価

前面衝突時におけるチャイル

ドシートによる子供の保護性能

の評価（前面衝突試験）、チャ

イルドシートの誤使用防止対策

の評価（使用性評価試験）の実

施 

 

 

自動車の車種別安全性能評価の実施 

 

アセスメント事業の拡充に向けた

○むち打ち保護性能試験に係る
○歩行者頭部保護性能評価試験 

の実

調査

調査
施 

研究 

研究の実施 



自動車メーカー等
国土交通省

不具合情報

リコール実施の判断調査指示
監査

ﾒｰｶｰからの定期報告
リコール勧告・命令

不具合情報

リコールの実施

リコールの届出

リコールの流れ
リコールの周知
回収・修理

ユーザー

日常の保守管理

（独）交通安全環境研究所における
技術的検証の実施

リコール内容の妥当性の確認
回収実施状況の把握

④ リコール制度の着実な運用 要求額 ３５７百万円

リコールに係る不正行為に対する再発防止策を確実に実施することにより、リコールの
迅速かつ着実な実施を図る。

⑤自動車運送事業者に対する監査システムの強化

要求額：１０３百万円

運送事業者監査総合情報システムに自動車事故情報収集・分析システムを連携させ、
さらに運送事業者に関する情報の取込機能等を追加することにより、効率的かつ効果的
な監査を実施し、事故の未然防止を図る。

監査総合情報システム

○○運輸○○運輸

監査資料
①事業者の情報 ②処分歴
③苦情 ④労基通報等の監査の契機となる書類
⑤運行管理者選任届 ⑥整備管理者選任届
⑦事故報告書 等

運輸局・
運輸支局

運輸局・
運輸支局

営業所への監査

効率的な監査資料の作成

事故情報収集・分析システム

⑥事故を起こした自動車運送事業者に対する指導体制の強化

要求額：３１百万円

重大事故データとその再発防止策から構成される重大事故データベースを構築する
とともに、事故報告書の電子申請を可能とすることによって、事故情報の迅速な収集と
事故を起こした運送事業者に対して再発防止策を効果的に指導する。



⑦軽油高騰、少子高齢化時代におけるトラックドライバーの育成、確保策
等に関する調査

・近年、軽油高騰下において、トラック業界は極めて厳しい経営状況にある中、トラックドライバーが
減少傾向となっており、近い将来、構造的な労働力不足が懸念され、安定的な物流の確保に悪影
響が出ることが懸念されている。
・このため、今後のトラックドライバーの雇用状況が我が国の物流に与える影響についての将来予
測等を踏まえ、適切な労働力確保のために必要となる方策等について検討を行う。

・軽油高騰下におけるトラック事業者の厳しい経営条件が労働条件に悪影響

・従来イメージ（３Ｋ）による採用応募不足
・景気回復基調による他産業の労働力需要の回復
・若年層を中心とした就労意欲の低下
・ドライバーの雇用策については個々の事業者で個別に対応

等によるドライバー不足

トラックドライバーの現状

概要

労働市場の現状、トラックドライバーの労働条件、労働環境の現状、若年層のトラックドライバーの
意識等を踏まえ、
・有効なトラックドライバーの育成、確保策の検討
・トラック事業者として行うべき事項の検討
・経済界が環境整備として協力すべき事項の検討
・優良トラックドライバーへのインセンティブのあり方の検討
・悪質トラックドライバーの排除方策についての検討
・その他

トラックドライバーの中長期的な確保が可能

中長期的な物流の安定的確保が可能

調 査

○トラックドライバー予測に
関する定量的分析

・景気動向、トラック物流量の
将来予測、雇用市場の動向、
軽油の動向、トラック事業者
の経営状況予測等を踏まえた
定量的分析

学識経験者、経済界代表、
荷主、トラック事業者、行政
を交えて客観、中立的な
立場からの専門的かつ
定量的な分析を実施

さらに、荷主、トラック事業者の共同の取り組みによるベストプラクティスの事例を広く産業界、トラック業界に
紹介し、モデル事業の実施等により、有効なトラックドライバーの育成・確保策を実践

要求額：２０百万円



自動車ユーザーの利便向上と交通事故被害者対策の充実４．

①自動車保有関係手続のワンストップサービスの推進

要求額：２，５６４百万円

自動車の保有に伴い必要となる各種の行政手続（検査・登録、車庫証明、

自動車諸税の納税等）のワンストップサービス化（各種行政サービスを１箇

所又は１回の手続で提供）については、平成１９年度において、稼動したシ

ステムの維持運用を行うとともに、対象手続を拡大するためのプログラム開

発等を行う。また、利用者の意見を踏まえたシステムの見直し、広報活動等

を行うとともに関係省庁・団体と連携して利用促進策を図る。

ワンストップサービス稼動地域（新車新規登録手続を対象）※
平成１７年１２月２６日～ 東京都、神奈川県、愛知県、大阪府

平成１８年 ４月２４日～ 埼玉県、静岡県

電子決済

警察署

運輸支局

都道府県税
事務所

行政機関

自動車検査証・ナンバープレートなどの交付

自賠責保険

本人等

ワンストップ

サービス・システム

購入者

認証機関認証機関

個人・法人認証等

車庫証明

自動車税・

取得税納付

保険会社等

検査・登録、

重量税確認

購入

（認証登録）

販売店

金融機関金融機関
メーカー

完成検査終了証

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

申請・

納税等

ＩＣカード等
（電子証明書）

電子証明書発行申請
秘密鍵
の生成

市区町村等

民間機関

納車

自賠責保険

ワンストップサービスワンストップサービス・システムの概要・システムの概要

警察署で行う「自動車保管場所証明の申請」
運輸支局等で行う「自動車の検査・登録の申請」
自動車税事務所で行う「自動車諸税の申告・納付」

オンラインで一括手続

（２４時間３６５日受付）



②スマートプレートの実用化に向けた実証実験・調査研究 

 

要求額：４１百万円     

 

 ナンバーの偽変造防止、環境対策・交通渋滞対策等の観点からの自動車

の運行情報の正確かつ効率的な把握等を目的として、現行ナンバープレー

トの情報等をナンバープレート上のＩＣチップに記録した電子ナンバープ

レート（スマートプレート）の実用化を目指す。 

 ＩＣタグの方式には、電池を内蔵し自ら電波を発する「アクティブ型」

と外部のアンテナからの電波をエネルギー源とする「パッシブ型」がある

が、予想される活用方法を踏まえた性能比較を行う。 

また、スマートプレートの普及には、電子的に記録された情報の簡便な

読取り書込みが不可欠であり、携帯型読取装置の汎用性等について検討を

行う。 

 

 
                             

 

 
［現行ナンバープレート］ 

［スマートプレート］ 

例 

  

グ 

 

 
 
○実用化のための検討  
 

 

 

 

 

 

 

車両・運行情報提供の
流入規制の例
 
情報入力システムの検討
客待ちタクシーによる渋滞緩和の例
携帯型読取装置等の検討
○活用方法のイメージ
車検場での活用の例
ＩＣタ



③自動車事故対策機構による交通事故被害者対策の充実

（１）「療護センター」の空白地域解消

独立行政法人自動車事故対策機構運営費
交付金８，９２９百万円の内数

要求額：

現在、全国４箇所（千葉、東北、岡山、中部）に設置されている療護センターの空白地域解

消のため、その機能を一般病院への委託形式により展開し、療護センターに入院できない

地域の遷延性意識障害者の専門的治療、介護の機会を確保する。

（２）介護料の支給

要求額：３，３６６百万円

自動車事故により、常時または随時介護が必要な重度後遺障害者に対して、独立行政法

人自動車事故対策機構を通じて介護料を支給する。（支給対象品目等の見直し）

④ 重 度 後 遺 障 害 者 に 対 す る 短 期 入 院 支 援 の 拡 充

要求額：２２５百万円

自動車事故により、常時または随時介護が必要な重度後遺障害者に対して、短期入院に

おける経費の一部を助成するとともに、短期入院協力病院の環境整備に対しても助成を行

う。

⑤日弁連交通事故相談センターによる相談事業

要求額：６００百万円

自動車事故に関する損害賠償に係る紛争に関し、財団法人日弁連交通事故相談セン

ターが無償による法律相談に応じ、必要な指導及び示談斡旋を行う。



（この冊子は、再生紙を使用しています。）
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